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【abstract】 

Food loss is currently a worldwide problem. In Japan, 4.72 million tons of food is wasted 

annually, or one onigiri per person a day. A survey of the difference in awareness of food loss 

between Japan and other countries confirms the low level of awareness of food loss among the 

Japanese. 

 

【要旨】 

 現在、フードロス1は世界中で問題となっている。日本では年間 472 万ｔ、1 人当たり１

日におにぎりを 1 つ廃棄している計算となる。ここで、日本と諸外国のフードロスに対す

る意識の差を調査すると、日本人の食品ロスに対する意識の低さが確認された。 

 

1. 探究動機 

 フードロス問題は環境に２つの問題を引き起こす。１つ目は食料生産に多量のエネルギ

ー消費、２つ目は廃棄の際に運搬や焼却から排出されるCO2の問題である。さらに、フード

ロスの処理コストの増加も問題視されている。 

 ここで、現在の日本においてフードロス問題に対してどの程度周知されており、諸外国と

の意識の差を調査することによって、日本におけるフードロス問題解消の糸口になると考

える。 

 

 

1 食べられるのに捨てられてしまう食品 
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2. 探究方法 

 フードロス問題に対する具体的な取り組みについてのインターネット、仙台 FW2調査 

 前調査で得た取り組みに関して本校生徒と外国人観光客の認知調査 

 インターネットを用いた日本と諸外国におけるフードロス問題に対する取り組みの比

較 

 

3. 本論 

① フードロス問題に対する現在の取り組みについて 

 現在日本では、フードロス対策として、フードドライブという活動が各地で実施されてい

る。フードドライブとは、フードバンクが家庭で余っている食品を集め、食料を必要とする

人々に寄付する活動のことである。 

 

② フードドライブの認知調査 

 フードドライブの認知度を調べるために、本校生徒 50 名と外国人観光客 50 名にフード

ドライブを知っているかどうかのアンケートを実施した。以下の円グラフが結果である。 

 

図 1     図 2 

 図１と図２を比較すると、無作為に抽出した 50 人のうち、外国人観光客のほうがフード

ドライブについて認知しているという結果になった。つまり、諸外国のほうが日本よりもフ

ードロスに対する意識が高い傾向がある可能性がある。 

 次に、インターネットを用いて日本と諸外国における食品寄付量について調査を行い、こ

の仮説を裏付けるデータが得られるか調べる。  

 

 

2 フィールドワークの略称 
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③ 日本と諸外国における食品寄付量のインターネット調査 

実際に国ごとの食品寄付量を調べるために、フードバンクの食品寄付量を国ごとに比較

できるデータをインターネットで調査した。下の図３が調査結果である。ただし、図におけ

る対数は常用対数を示す。 

 

図３ 

 

上のグラフは、アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリア、日本における、国民一

人あたりの食品寄付量を示している。このグラフから、日本の食品寄付量は少なく、フード

ドライブの発祥国であるアメリカや、フードバンクの長い歴史があるフランス、オーストラ

リアなどの国の食品寄付量は多いことがわかる。この結果から、日本にはフードドライブが

あまり浸透していないと考えられる。 

 

4. 結論 

 本調査より、日本における食品寄付の意識が諸外国と比較して低いことが確認されたが、

では実際に本校ではどの程度の食品が集まるのかを最後に実施し、本論文のまとめとする。 

 2024/11/11(月)～2024/11/15(金)のうち水曜日を除く４日間、フードバンク茨城の協力

のもと、本校においてフードドライブを実施した。本校には生徒数９６０名、教職員数１０

３名が属している。次に集まった食品を写真で示す。 
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期間が短く、宣伝も不十分であった問題もあり、決して多いとは言えない食品数である。

しかし、フードロス問題に対する意識高めていけば、同条件であっても多くの食品が集まり、

問題解決に少しずつ繋がるのではないかと我々は考える。 
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